
27

試験・研究

27

*1　HARUHATA Masakazu ：（一財）日本建築総合試験所 試験研究センター　構造部　耐震耐久性調査室　室長代理 博士（工学）
*2　ARAI Makoto ：（一財）日本建築総合試験所 試験研究センター　構造部　耐震耐久性調査室
*3　IKEDA Kenichi ：東京理科大学　教授　博士（工学）

1 . はじめに
鉄筋コンクリート造（以下、RC造と記す）建物が火

災を受けると構造部材の構成材料であるコンクリートが
損傷を受ける場合がある。被災した建物を再利用するた
めには、コンクリートの損傷状況を把握し、被災前の部
材に要求される性能まで回復させるための補修または補
強を行う必要がある。また、被災後の建物が的確に補修
されていることは、火災後の建物の資産価値を決定する
上においても重要である。これらのことから、コンクリー
トの損傷部に適切な補修を実施する場合には、その損傷
深さを推定することが必要となる。
国内で行われている建物の火害診断、補修等は、日本
建築学会「建物の火害診断および補修・補強方法 指針・
同解説」1）に基づいて行われることが多い。本指針によ
れば、RC造の構造部材が火災を受けた場合、火災によ
り損傷を受けた箇所（以下、火害部と記す）および損傷
を受けていない箇所（以下、非損傷部と記す）からそれ
ぞれ採取したコンクリートコア（以下、コアと記す）を
用いて圧縮強度試験を実施し、その両者の圧縮強度を比
較することによって、構造部材の火害の程度を示す火害
等級を決定している。しかしながら、圧縮強度のみでは、
火害等級を決定するための判断基準の一つである「被害
が表層に限定される」または「被害が主筋との付着に支

障があるほど大きい」などを判定することが困難で、火
害等級を推定することが難しい場合がある。
火災を受けたコンクリートは、加熱面が高温に曝され
ることでひび割れが発生する。そのひび割れは、セメン
トペーストの収縮と骨材の膨張挙動から高温になるほど
成長し、コンクリート内部に進展する。本研究では、こ
の現象により生じた大小様々なひび割れを火害損傷と称
し、コンクリート内部に進展した深さを火害損傷深さと
定義する。写真-1に、後述する本実験において使用し
た加熱冷却後のコンクリート内の損傷状態を深さ別に顕
微鏡観察した結果を示す。加熱冷却後にみられるコンク
リートのひび割れは、加熱面が最も甚大で、加熱面から
内部に深いほど軽微となる。そのひび割れが発生する深
さは、火災時のコンクリート表面が受ける温度や火災継
続時間に依存する。加熱冷却後のコンクリート加熱面か
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テフロンシートなどの減摩材を挿入することによって端
面摩擦を減じた場合、1軸圧縮載荷した時の円柱供試体
の破壊域は軸方向に拡がり、その範囲の最弱部から破壊
に至る。著者らの研究 5,6）においても、加熱冷却後のモ
ルタル試験体からコアを採取して圧縮強度試験を行い、
試験機加圧板とモルタルコア両端部との端面摩擦を低減
することによって、コア端部の火害部で破壊に至ること
を確認している。

ら採取したコアを圧縮強度試験に供した場合、高温に曝
された加熱面から破壊が生じる。しかしながら、通常行
われる圧縮強度試験では、加圧板の端面摩擦によりコア
両端が拘束され火害部で壊れるのではなく、火害部を含
んだコア全域にわたる一様な破壊を示す。この現象を換
言すれば、加圧板の端面摩擦を低減した状態で圧縮強度
試験を行うことにより、コアの破壊パターンは、多くの
ひび割れがコアの軸方向に生じる圧壊割裂型となり、コ
アの火害部に内在するひび割れが先行して破壊すると推
測される。
本研究では、火害診断において採取されるコアの圧縮
強度試験に着目し、加圧板とコア両端部の端面摩擦を低
減した状態で圧縮強度試験を実施し、試験時に生じるコ
ア軸方向および直交方向の膨張収縮挙動をひずみゲージ
を用いて任意の深さ毎に同時に測定して、そのひずみ挙
動から火害損傷深さを推定する方法について検討した。
なお、本稿は文献2）における既発表の内容に、本測定
方法による火害部の推定の考え方および火害調査事例を
追記したものである。

2 . コンクリートの圧縮強度・変形特性
2. 1　コンクリートの圧縮破壊過程
図-1にコンクリートの圧縮破壊過程を示す3）。一般に、
圧縮強度試験時における載荷荷重の増大に伴うコンク
リートの破壊過程は次のようになる。最大応力の1/3程
度の応力になる第１段階では、粗骨材とモルタル間の付
着が損なわれて微細なひび割れが生じ、静弾性係数がわ
ずかに低下する。最大応力のおよそ1/2の応力になる第
２段階では、粗骨材の周辺で生じた局部的なひび割れが
モルタル中に進展する。最大荷重のおよそ80%の応力
を超える第3段階では、ひび割れが互いに連結して大き
なひび割れが形成し始める。

2 . 2　‌�コンクリートの圧縮強度試験時における‌
端面摩擦の影響

図-2に、圧縮試験機の端面摩擦の違いによる円柱供
試体の破壊域 3）を示す。通常の圧縮強度試験では、圧縮
試験機の加圧板と円柱供試体との間に端面摩擦 4）が生じ
て図-2（a）のように加圧板付近のコンクリートは三軸圧
縮状態となり、端面摩擦がない場合と比較して破壊域は
円柱供試体端部から離れる方向となる。この現象により
破壊パターンは、多くのひび割れが縦方向に生じる圧壊
割裂型ではなく、せん断破壊型になりやすい。一方、図
-2（b）のように圧縮試験機加圧板と円柱供試体端部間に 図-2　コンクリート試験機の端面摩擦の影響

図-1　コンクリートの圧縮破壊過程
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2 . 3　‌�コンクリートの圧縮強度試験時における
変形特異点と臨界応力度

図-3に、コンクリートの圧縮強度試験時における圧
縮応力と縦ひずみ、横ひずみ、体積ひずみおよび変形特
異点の関係を示す。なお、体積ひずみは縦ひずみと横ひ
ずみから式（1）により算出した 7）。変形特異点はコンク
リートの体積が膨張に転じた時点を示し、その時の応力
は臨界応力度と定義されている。臨界応力度は図-1に
示した第3段階の応力レベルを示し、クリープ限界応力
や端面摩擦を減じた圧縮強度試験で得られる最大荷重に
ほぼ相当する 3）。
火害部から採取したコアは、火災時の高熱により細骨
材および粗骨材の周辺またはセメントペースト間に生じ
たひび割れが内在し、加熱面側が火害部、その反対側が
非損傷部となっている。コアの圧縮強度試験時における
体積ひずみは、加熱面近傍では載荷初期の段階から膨張
に進展し、その後、加熱面から内部（コアの軸方向）に
向かって徐々に収縮から膨張に転じて臨界応力度に達す
ると推測される。

 …………………………………………（1）

ここに、
　 ：体積ひずみ、 ：縦ひずみ、　 ：横ひずみ

3 . コンクリートの加熱実験と圧縮強度試験
本実験は採取したコア軸方向の各深さにおける体積ひ
ずみ挙動と臨界応力度を把握することを目的として、コ
ンクリート試験体（以下、試験体と記す）を使用して、
以下の実験を行った。

3 . 1　加熱実験概要
3. 1 . 1　試験体
図-4に試験体の形状と寸法を、表-1にコンクリート

の調合および使用材料を示す。試験体作製時のフレッ
シュコンクリートの性状は、スランプは18.5cm、空気
量は4.2%、封緘養生した材齢28日の円柱供試体の圧
縮強度平均値は35.7N/mm2であった。試験体は2体作
製した。作製した試験体は材齢7日で脱型し、加熱実験
に供するまで屋内にて静置した。また、図-4のとおり、
加熱実験中の試験体の温度を計測するため、K型熱電対
を加熱面（深さ0mm）および内部（加熱面から深さ25、
50、100mm）に設置した。

図-3　体積ひずみと臨界応力度

図-4　試験体の形状と寸法

表-1　コンクリートの調合および使用材料

図-5　加熱装置
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2017 9） を参考に、図-7に示す①～⑦の位置に縦ひずみ
ゲージを、その縦ひずみ計測位置から円周方向に90度
回転させた軸方向と平行かつ対象な二つの線上に横ひず
みゲージを、合計28枚貼付した。この①～⑦のゲージ
を用いて圧縮強度試験開始からコアが破壊に至るまでに
生じる各縦ひずみおよび横ひずみを測定し、式（1）によ
り体積ひずみを算出して臨界応力度を求めた。

3. 1 . 2　加熱方法
図-5に、試験体の加熱に用いたガス加熱炉を示す。
試験体はコンクリートの型枠面である下面（650×
650mm）を加熱するように加熱炉に設置した。
加熱方法は、都市ガス（46,090kJ/m3）を熱源として、

ISO834に規定する標準加熱曲線に沿って炉内温度を上
昇させ、試験体加熱面が500℃となるまで加熱し、コン
クリートの内部に明確な温度分布を設けることを目的とし
て、その加熱面温度を500℃に保持するよう炉内温度を
１時間制御した後、加熱を終了した。加熱終了後は加熱
炉側面の炉蓋を開放し、室温になるまで試験体を静置した。
炉内温度は、試験体加熱面から100mm離して設置した
3本の熱電対を用いて計測した。また、加熱炉内のバー
ナーの前には、加熱炉内温度が均等なるように遮炎板を
設置した。コンクリートの加熱面の温度は、試験体の加
熱面に予め設置した熱電対で測定した。なお、作製した
試験体2体のうちの1体は、加熱後の試験体と比較する
ため加熱を行わなかった（以下、未加熱試験体と記す）。
3. 1 . 3　加熱実験結果
図-6に、炉内温度、試験体加熱面および内部に設置
した熱電対の温度履歴を示す。図より、加熱実験に供し
た試験体の加熱面は500℃に加熱され、その温度を1時
間保持していたことが確認できる。また、試験体内部に
設置した各深さの熱電対2箇所の平均温度の最高値は、
②357℃、③240℃および④125℃であった。これらの
結果から、加熱後の試験体は、加熱面から内部に向かっ
て温度勾配が生じていることを確認した。

3 . 2　コアの圧縮強度試験
3. 2 . 1　圧縮強度試験体の採取方法および試験方法
圧縮強度試験に供するコアは、JIS A 1107:2012 8）に

基づき、加熱冷却後の試験体の加熱面および未加熱試験
体からそれぞれ3本ずつ採取した。加熱冷却後の試験体
の記号を500-1～500-3、未加熱試験体の記号をND-1～
ND-3と記す。採取には湿式のコアマシンを用いた。採取
したコアは、同JIS規格に規定される直径を満足し、高さ
は直径の2倍として整形した後、圧縮強度試験に供した。
圧縮強度試験については同JIS規格に基づいて実施し、

その際、圧縮試験機加圧板とコア上下端面との間には、
端面摩擦を低減するために減摩材（テフロンシート2枚
の間にグリース塗布）を挿入した。
3. 2 . 2　コア軸方向における各深さの体積ひずみ測定
圧縮強度試験において、コア軸方向における各深さの
体積ひずみを測定した。測定方法は、JIS A 1149：

図-6　ISO標準加熱曲線、炉内温度
およびコンクリート温度履歴　

図-7　コアのゲージ貼付位置

図-8　コアの圧縮強度
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動を測定し、その結果、ひずみ測定位置⑦以外では中央
部よりも上下端部が先行して臨界応力度に達しているこ
とを確認した。
加熱冷却後の試験体 500-1～500-3では、載荷初期に

ひずみ測定位置①だけは膨張挙動を示したが、その後、
圧縮応力の増大に伴いすべてのひずみ測定位置①～⑦は
収縮挙動を示し、500-1では明確にコアの上端（加熱面
側）近傍から順に膨張に転じて臨界応力度に達しており、
500-2および500-3でも似たような傾向が見られた。
この結果から500-1～500-3は、図-2（b）のように、

試験機加圧板とコア上下端面間に減摩材を介して、体積
ひずみの臨界応力度を求めることで、火害による破壊部

3. 2 . 3　コアの圧縮強度試験結果
図-8にコアの圧縮強度結果を示す。未加熱試験体の

ND-1～ND-3の平均値は27.2 N/mm2であった。一方、
加熱冷却後のコア500-1～500-3の平均値は15.9N/mm2

であり、加熱冷却後の試験体の圧縮強度残存比は0.58で
あった。
3. 2 . 4　コアの圧縮応力と体積ひずみおよび臨界応力度
図-9にコアの圧縮応力と体積ひずみの関係を示す。
同図の（a）～（c）は未加熱試験体：ND-1～ND-3、（d）
～（f）は加熱冷却後の試験体：500-1～500-3における
コア軸方向①～⑦のそれぞれの体積ひずみを示す。ただ
し、ND-2およびND-3については、コア軸方向中央部
の④、および上下端部の①、⑦のみ計測を行った。また、
圧縮強度試験後のコアが臨界応力度に至った順番を表
-2に示す。
図-9および表-2より、 未加熱試験体 ND-1の体積ひ

ずみは、載荷初期より収縮挙動を示したが、圧縮応力の
増加に伴いコア両端部から中央部に向かって徐々に臨界
応力度に到達し、ひずみ測定位置④および⑥が最も臨界
応力度が高かった。このことから、2.2節または筆者ら
の研究 5,6）に示したように、端面摩擦を低減した状態で
一軸圧縮載荷することにより、圧壊割裂型の破壊パター
ンを示したことが確認できる。ND-2およびND-3では、
コアの上下端部および中央部の3箇所の体積ひずみの挙

図-9　圧縮応力と多点体積ひずみとの関係

表-2　コアの臨界応力度
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図-11に、本結果で得られたコンクリート加熱面から
の深さと との関係を示す。なお、臨界応力度に達
していない深さは「 =1」と示す。
図より、 は火害部の加熱面側に近づくほど低く
なる傾向を示し、加熱面から130mmでは臨界応力度
は認められなかった。未加熱の の下限値（0.76）
を閾値とした場合、 と 下限値との交点から、破
壊域と非破壊域の境界は加熱面から深さ 85mm～
110mmの間にあると推測される。加熱面側のコンク
リートの の低下については、筆者らの研究 13）では、
加熱冷却後のコンクリート円柱供試体の の結果よ
り、加熱温度の上昇に伴い は直線的に低下するこ
とから、加熱面側に生じた の低下については加熱
によるものと判断できる。なお、500-1はコア下端（ひ
ずみ測定位置 ⑦）が臨界応力度に達していたが、これに
ついては、コンクリート打込み時に発生するブリーディ
ングなどによる脆弱部がコア下端に存在し、破壊に至っ
た可能性があると推測する。
本実験より、限定的ではあるが、火害部から採取した
コアの破壊域の臨界応力度から を求めることによっ
て、火害部コンクリートの損傷深さを把握できる可能性
を示した。

4 . 本測定方法を適用した火害調査事例
本章では、3章で示した火害損傷深さの推定方法につ

いて、その適用範囲を確認することを目的として、以下
に示す火災を受けたRC造建物の構造部材から採取した
コアを対象とした試験により求まる、コア軸方向の各深
さにおける体積ひずみ挙動と をもとに、損傷深さ
を推定できるか否かを確認した。
なお、事例に示した構造部材に使用されたコンクリー
トについては、水セメント比が不明である。従ってここ
では、設計基準強度を一つの閾値として考察を加えるこ
とをお断りしておく。

4 . 1　火害調査事例①
4. 1 . 1　火災状況
出火推定時刻 ： 2019年7月18日　時刻不明
消火開始時刻 ： 2019年7月18日　午後2時22分
鎮圧時刻　　 ： 不明
鎮火時刻　　 ： 2019年7月18日　午後5時頃

4. 1 . 2　コア採取部材の概要
・対象部材：RC造　壁
・壁厚：250mm

分と非破壊部分の境界を捉えることができると考えられ
る。なお、500-2および500-3のコア下端では、体積ひ
ずみが変形特異点に達していないことから臨界応力度は
求められていない。これは、コアの上下端部から順番に
破壊に至った未加熱のND-1～ND-3とは異なり、
500-1～500-3では、載荷初期よりコア上端（加熱面側）
の破壊域の最弱部から先行して破壊に至ることから、そ
の体積変化により非破壊域のコア下端まで臨界応力度に
達しなかったと推測する。
3. 2 . 5　‌�臨界応力度と圧縮強度との比から推定した�

火害損傷深さ
図-10に、水セメント比と臨界応力度と圧縮強度の比

（以下、 と記す）との関係を示す。 については、
コンクリートの調合の違いにより加藤らの研究 10）では
0.75～0.89、小阪・谷川 11）らの研究では0.86～0.92、
奥島らの研究12）では0.88～0.93であることが実験によっ
て明らかにされている。なお、図中の赤い破線は本実験
で使用したコンクリートの水セメント比0.58を示す。
同図により各実験データを参考として求めた水セメント
比0.58の臨界応力度は、未加熱の場合0.76～0.91の範
囲であると考える。

図-10　水セメント比と臨界応力度と圧縮強度の比との関係

図-11　コンクリート加熱面からの深さと
臨界応力度と圧縮強度の比との関係
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4. 1 . 3　コアの圧縮応力と体積ひずみおよび臨界応力度
写真-2に圧縮試験時のコアの多点ひずみ測定の状況
を示す。また、図-12にコアの圧縮応力と体積ひずみと
の関係を、図-13にコンクリート表面からの深さと

との関係を示す。
図-12のように、火災面から60mmまでの深さ（ひず

み測定位置①～③）では臨界応力度は比較的低い傾向を
示しているが、それ以深の80,100および120mm（ひず
み測定位置④～⑥）では図中に示す破線（F =21N/mm2）
の付近で臨界応力度に達している。また、図-13のよう
に、 は火災面から40mmの深さで最低値を示し、
それより以深では は緩やかに増加した。図-12お
よび図-13の結果を勘案すると、採取したコアの破壊域、
つまり火害損傷深さは火災面から60mm～80mmであ
ると推測した。なお、図-13に示すひずみ測定位置①の
圧縮応力16.5N/mm2 時にみられた体積ひずみの増大は、
その深さにおけるひび割れの挙動が横ひずみに現れたも
ので、かつ、ひずみゲージの測定範囲外で発生したこと
に起因すると考えられる。加えて、コアを採取したコン
クリートの火災面はピンク色に呈色し、亀甲状のひび割
れが認められていることなどから受熱温度は500℃以上
と推定されている。これらのことから、同部の は
火害部であったと推測される。

4 . 2　火害調査事例②
4. 2 . 1　火災状況
出火推定時刻 ： 2016年8月　時刻不明
消火開始時刻 ： 不明
鎮圧時刻　　 ： 不明
鎮火時刻　　 ： 不明
4. 2 . 2　コア採取部材の概要
・対象部材：RC造　スラブ下面（火災室の天井面）
・スラブ厚：250mm

・  コンクリートスラブ火災面の変状：煤が付着、亀甲
状のひび割れなし（推定受熱温度：300度以下）。

・鉄筋の呼び名：D13，@ 200mm

・コンクリートの設計基準強度：18N/mm2

・コア採取本数：1本（直径65mm、長さ130mm）
・  コアの体積ひずみ測定位置：火災面からの深さ

10mmから70mmまでを20mm間隔で計4箇所
（測定位置は図-7を参考として火災面側から①～④
とした）

4. 2 . 3　コアの圧縮応力と体積ひずみおよび臨界応力度
図-14にコアの圧縮応力と体積ひずみとの関係を、図

・  コンクリート壁火災面の変状：ピンク色、亀甲状の
ひび割れあり（推定受熱温度：500℃以上）

・鉄筋の呼び名：D13，@ 200mm

・コンクリートの設計基準強度：21N/mm2

・コア採取本数：1本（直径75mm、長さ150mm）
・  コアの体積ひずみ測定位置：火災面より深さ

20mmから120mmまでを20mm間隔で計6箇所
（測定位置は図-7を参考として火災面側から①～⑥
とした）

写真-2　圧縮試験時のコア（火害調査事例①）

図-12　コンクリート加熱面からの深さと臨界応力度
（火害調査事例①）

図-13　コンクリート火災面からの深さと臨界応力度と
　圧縮強度の比との関係（火害調査事例①）
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5 . 結論
本研究では、火害診断において採取するコアを用いた
圧縮試験時に求める、コア軸方向の各深さにおける体積
ひずみ挙動と に基づき、火害損傷深さが推定可能
か否かを検討した。本研究において得られた知見を以下
にまとめる。

・  コアの圧縮強度試験時に試験機加圧板とコア上下端部
の摩擦を低減することにより、破壊モードは圧壊割裂
型となる。またその際、コア上端（加熱面側）の最弱
部から先行して徐々に内部に向かって臨界応力度に達
する傾向がある。
・  試験機加圧板とコア上下端部の摩擦を低減したコアの
圧縮強度試験を用いることにより、コア軸方向の各深
さの臨界応力度と圧縮強度との比から、火害損傷深さ
が推定できる可能性を示した。
・  火災を受けた建物の構造部材から採取したコアを用い
て、火害損傷深さの推定方法を適用した結果、構造部
材のコンクリート火災面からの火害損傷深さを推定で
きる可能性を示した。

6 . 今後の課題
火害損傷深さの推定方法については、未だ確立された
方法はない。また本方法においてもデータが蓄積されて
いないのが現状である。近年では、数日間火災が続く事
例もあることなどを考慮すると、今後も継続して様々な
火災事例に対して火害損傷深さ測定方法を検討していく
ことが必要であると考えている。
また、3章で示した火害損傷深さの推定方法について
は、ひずみゲージによる限られた測定範囲の研究結果で
ある。今後は、圧縮試験時において試験体に生じる膨張
収縮挙動を動的に解析する画像相関法などにより、測定
対象となるコア側面において広範囲の測定が可能で、か
つ、簡便で高精度な方法についての検討も視野に入れて
研究を重ね、火害診断へ展開させることが課題となる。
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